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03.地域から動きはじめたワンストップ
サービスと社会的企業
五石敬路(大阪市立大学大学院創造都市研究科都市政策専攻准教授)
東アジアの奇跡から20年
私が学生の頃、サスキア・サッセンの『労働と資本
の国際移動ー 世界都市と移民労働者』が故森田桐郎東大
教授により翻訳された。当時、イ ラン、パングラディ
シュ、パキスタンなどからの「外国人労働者jをよく街
でも見かけるようになっていたこともあり、 大学の先
生や院生の間でよく話題にのぼった。その頃の日本は、
バブルがはじけた後だったとは言え、まさかその後20
年間経済が停滞しようなどとは思いつきもしないほど、
経済に自信を持っていた。同書が日本で出版されたの
は1992年だが、その翌年には世界銀行が 『東アジアの
奇跡jをだし、東アジアにおける経済政策の妥当性が
認められ、ついにワシントンコンセンサスを打ち破った
と思われた。
サッセンの議論は、 1970年代から1980年代における
ニューヨークやロンドンなどの大都市におけるこ極分
化の問題を前提にしていた。つまり、 一方では多国籍
企業の本社機能が集中し高所得者が集まり、 一方では
高所得者へのサービスを担う低所得者が海外から流入
するというのである。当時、 日本でも世界都市論が盛
んに論じられ、サッセンの議論はその中心にあったが、
当時の東京にはこうした二極分化論は当てはまらない
ように思われた。『東アジアの奇跡Jでも指摘されたよ
うに、東アジア経済の特徴は、高度成長が持続すると
同時に、所得分配が比較的平等なまま維持されていた
からである。その後、世界都市論は次第に関心を失っ
ていった。
あれから20年経った。1990年から2010年の問、 かつ
て日本経済を牽引してきた製造業の就労者数は約500
万人減少した。男女共に約250万人減である。一方、
サービス業の就労者数は約320万人増えているが、男
女の内訳はかなり違っている。すなわち、男性は約30
万人減っている一方、女性は約350万人増えているの
である。女性の職が増えたと単純に喜んで、いいのかと
言えば、そうではない。製造業に比べサービス業の生
産性、賃金は低い。この格差は国際的に見ても顕著で、
ある。女性の職がサービス業で増えた結果、賃金格差
が拡大し、低賃金の女性が増えている。これは雇用形
態の非正規化と密接に関係している。一方男性は、製
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造業を離職した後にサービス業での再就職先を得にく
い。現在全国の失業者は約280万人だが、そのうち 1
年以上離職している者は約103万人おり、そのうちの約
7割を中高年の男性が占めている。求職活動をしてい
ない15歳以上の離職者は統計上「非労働力人口Jとさ
れるが、総務省の統計によれば、このうち就職をした
pと思っている者は約400万人にのぼる。
ちなみに、 15~64歳の人口は1997年に8，699万人の
ピークに達した後、 2011年には8，144万人となり、約
550万人減少した。労働力人口は約300万人しか減って
いないが、残りの250万人は求職活動をしなくなった
分である。労働者が減れば当然経済成長率は低下する
が、実は、その多くはこうした産業構造の転換で生じ
たミスマッチや求職活動を断念したケースで占められ
ている。
社会政策の面で見れば、 こうした産業構造の転換に
ともなう社会構造の変化は、 「杜会的排除」とpう問題
を引き起こした。単純に言えば、福祉国家の成立は、
第1次産業から製造業を中心とした産業構造の転換に
ともなう完全雇用の達成と核家族化を背景としている。
しかし、製造業が競争力を失い、家族形態が多様化す
ると、生活困窮の在り方は複雑化し、従来の福祉国家
の体制では十分に対応ができない。1980年代から、欧
米ではこうした現象を「社会的排除Jと呼んだのであ
る。それはちょうど、サッセンが見た大都市における
こ極化に対応していた。
サービスのワンストップ化
先述したような男性の再就職困難、女性の賃金格差
を放置したままでは、いたずらに経済成長のみを追求
し、雇用を拡大するのみでは、問題の解決には至らな
いだろう。むしろ、それ以前の問題として、労働を供
給する側が抱えるこうした現状は、全体のパイ拡大に
とってのボトルネックになるに違いない。そこで先進
諸国では、 1990年代から従来の社会政策の体系のみな
らず、中央と地方の関係、行政組織の在り方などの抜
本的な改革が取り組まれてきた。その内容は、社会保
険、税制、 行政組織、 中央と地方の関係など、 多方面
に及ぶ。
ところで日本では、行政だけでなく、研究者や市民
団体の間でも縦割りの傾向が顕著で、、なかなかこうし
た構造改革は進捗しない。研究面について言えば、た
とえば、社会福祉の研究では、高齢福祉や障害の専門
に分かれ、住宅や雇用のみでなく、社会保険もその研
究対象からは除外される傾向にある。市民団体も、高
齢者ケアを扱う団体は高齢者ケアのみに特化している
場合がほとんどである。これには、介護制度の影響が
大きいだろう。
しかし、 「社会的排除」は、金銭面での困窮のみなら
ず、雇用、住宅、薬物、犯罪、暴力、ジェンダー、外
国人など様々な領域で現れる。しかも、個々人がどれ
かひとつの問題を抱えているのではなく、大抵の場合、
個人が複数の困難を抱えている。これは日本でもヨー
ロッパでも共通した傾向のようである。ところが、従
来型の「福祉国家jはこうした現象には対応できなかっ
た。行政の窓口はそれぞれの領域に専門化していて、
相談が必要な人は、いくつもの相談窓口をはしごしな
ければならなかった。相談窓口に自らでかけていく場
合はまだ良く、問題が深刻な場合は相談にも来ないの
で、行政はそもそもどこに問題があるのか発見すらで
きなかったので、ある。
そこでヨーロッパ諸国で、は、窓口をひとつにまとめ
たワンストップサービス化が必然的にすすめられてき
た。また、その窓口の担当者は相談に来るたびに変わ
るのではなく、ある決まった担当者が継続的に配置さ
れた。代表的なのは、英国のジョブセンタープラスで
ある。日本で言えば、福祉事務所とハローワークが統
合されたものと考えれば良い。長期離職のおそれのあ
る者はパーソナルアドバイザーがマンツーマンで付き
添ってくれる。
日本におけるワンストップ化の進展
しかし日本では、諸事情から、福祉事務所とハロー
ワークの統合はなかなか難しいと思われる。戦後にお
ける日本の雇用や福祉の窓口で、マンツーマンの付き添
いが制度化されているのは、生活保護のケースワー
カーぐらいだろう。それとて、生活保護の開始から廃
止までの期間のみである。ハローワークの窓口は求職
に訪れるたびに異なっており、個人の情報も3か月で
自動的に削除されてしまう。一方、近年、高齢者や児
童への虐待、ドメスティックバイオレンス、ひきこも
り、中高年齢者の孤独死など、地域や家庭のきずなの
崩壊が深刻化し、行政はその問題の発見すらできない
という困難に直面している。
では日本にワンスト ップがないのかと言えば、 そん
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なととはなp。行政の面から見れば、最も進展が顕著
だったのは若年者支援の領域で、なかでも地域若者サ
ポートステーション(サポステ)は現在全国に116か所
配置されている。2010年からはサポステの一部が「高
校中退等アウトリーチ事業Jに取り組み、サポステの職
員が従来は敷居の高かった学校に直接訪問して相談業
務を行っている。このほかにも、「乳児家庭全戸訪問事
業」は2009年4月から法定化され、生まれたばかりの
乳児がいるすべての家庭を訪問することとされている
し、 2008年から全国の学校にスクールソーシャルワー
カーが置かれ、 2010年の配置人数は614人に達した。
高齢者への地域での支援機関としては地域包指支援セ
ンタ一、障害者には障害者就業・生活支援センタ一、
刑務所の出所者には地域定着支援センタ一、シングル
マザーには母子家庭等就業 ・自立支援センターなどが
設置されている。
もっとも、ワンストップの必要性を社会により強く
アピールしたのは民間団体だろう。『反貧困J(岩波新
書、 2008年)などの著作で知られる湯浅誠氏は、リー
マンショックさなかの年末に、霞が関の厚労省の目の
前にある日比谷公園で「派遣村」をひらき、世間を驚か
せた。彼は学生の頃、カンボジアへのPKO派遣に反対
するデモ活動に参加したことから市民運動をスタート
させている。筆者も彼のデモでのアジを聞いたととが
あるが、従来のデモでは聞いたことのない新しいスタ
イルで、強烈に印象に残っている。それはアジという
よりもスピーチだった。その後彼は、早稲田を拠点に
外国人労働者の支援、渋谷のホームレス支援に参加し、
都心に「自立生活サポー トセンターあうん」を設けた。
そこでは、生活保護申請に限らず、様々な困難を抱え
るあらゆる人々を受け入れ、相談にのった。文字通り
のワンストップサービスである。ζうした活動を行った
人は湯浅氏に限ったことではない。北海道から沖縄ま
で全国でワンスト ップサービスが民間の力で展開され
たのである(一方で、は貧困ビジネスの横行も見られるよ
うになった)。
内閣府参与として行政にはいった湯浅氏は、 2010年
からパ ソーナルサポートサービス事業(PS)に取り組
んだ(筆者も検討委員に加わった)0PSは先述した英
国のパーソナルアドバイザーに似ているが、あくまで
も日本での現場の経験から生み出されたものである。
PS事業は当初、釧路、横浜、京都、福岡、沖縄の五
か所のみで行われたが、現在では全国27か所まで拡大
している。PSが提供するサービスは、 制度のはざまに
陥った生活困窮者に対する伴走型の支援である。生活
保護ケースワーカーのように制度の開始と廃止の聞の
みというわけで、はなく、継続的に寄り添う。もっとも、
生活保護受給者の担当者はケースワーカ一、病気の場
合の担当者は病院の医者、法律的な問題を抱える場合
は弁護士や司法書士などなのであって、 PSはあくまで
もそれぞれの専門機関や専門家のつなぎをする役目を
果たすに過ぎない。その意味で、従来のケースワーク
は個人対個人の支援だったが、 PSはチームによる支援
と言える。
全国のいくつかの自治体では、独自のワンストッ
プ事業が展開されている。都道府県では、東京都の
「チャレンジネットj、埼玉県の「アスポートj<波1)、京都
府の「京都ジョブノTー ク」などが知られ、市では、静岡
県富士宮市が直営の地域包括支援センターで総合相談
事業を、滋賀県野洲市が市民の生活相談窓口で多重債
務者の支援を行っている。乙れらの共通した特徴は、
行政の縦割りを除去し、全庁的な対応ができるよう努
力がされているととである。また、大阪府はコミュニ
ティソーシャルワーカーを独自に置いているが、なか
でも豊中市社協の取り組みが全国的な注目をあつめて
きた。その活動で分かったことは、「ゴミ屋敷」の問題
に象徴されるように、困った人と周囲に思われている
人こそ困った問題を多く抱えこんでいるという現実で
あった(注2)。
伴走型支援は、東日本大震災の被災者支援にも広く
取り入れられた。厚労省の補助によるライフサポート
アドバイザーや生活支援相談員などがそれである。同
事業は老健局、社会援護局によるそれぞれ別の補助事
業に基づいており、さらに緊急雇用事業も活用された、
そのためか、支援員の名称も自治体によりまちまちで
ある(宮古市は 「生活支援員J、釜石市は「仮設団地支
援連絡員」、大槌町は 「地域支援員j、気仙沼市は「友
愛訪問員J、仙台市は「紳支援員」など)。
出口としての社会的企業
しかし、相談ばかりあっても、出口がないことには
問題は解決しない。出口とは、就労したい人であれば
安定した雇用先をみつけることであり、長年のひきこ
もりを経験した人であれば社会とのつながりをとりも
どすことであり、精神的にまいっている人であれば気
持ちを落ち着かせることである。特に行政においては、
就職できない若年者、シングルマザー、生活保護受給
者の就労支援には小泉政権の頃から取り組まれてきて
pるものの、支援はしても肝心の就労先がないことが
共通の悩みとなっている。
そこでヨーロッパ諸国で、は、生活困窮者が働ける場
所として社会的企業に関心が集まるようになった。イ
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タリアでは1991年に、韓国では2007年に社会的企業を
育成するための法律が制定され、米国ではMBAのコー
スでNPOや社会的企業の起業、ファイナンス、経営が
教えられている。その中身は、生活困窮者を対象とし
たものだけでないが、営利だけでなく社会的な目的を
も追及し、同時にチャリティではなく事業を行うという
共通点を持っている。
日本でも1970年代から1980年代にかけて、かつての
失業対策事業に出自を持つ労働者協同組合(ワーカー
ズコープ)や、生協をパックボーンに持つワーカーズ¥
コレクティブなどが各地にうまれた。今日、そこで働
く人々の数は全国で2万人近くに達している。障害者
自立支援の対象者の場合、就労継続支援事業として補
助を受けることができるが、その対象でない場合は収
益となる事業を確立させるほかない。千葉の「風の村J
(社会福祉法人)は介護サービスや販売、和歌山の i-
麦会J(社会福祉法人)は食品製造やク リーニング、名
古屋の 「わっぱの会J(NPO法人)(注3)はパン製造など
の事業活動により、自立経営を持続させている。白神
山地の麓にある牧田県藤里町は、 高齢化率が4割近く、
稼働年齢層の約1割がひきともり状態にあるが、同町の
社協は 「こみっと」などの拠点を設け、そばやキッシュ
を独自に製造販売し、そ乙でひきこもりにあった若者
らがf動いている 俗的。
直接就労の場を提供しているのではないが、生活保
護受給者の就労支援では北海道釧路市の事業がよく知
られ、公園整備や介護などのボランティアとして社会
参加の場を提供しているほか、生活保護を受給する家
庭のこどもたちを対象にした塾などを運営している(注5)。
静岡のNPO法人青少年就労支援ネッ トワークは、地元
の事業者に若年者の就労体験などを依頼してまわり、
これまで支援した若者300人のうち8割が就労中、 就活
中、在学中、就労体験中だと言う(注6)。
社会的企業のポイントは、単に就労機会の提供二所
得の増大だけにとどまらない。一般の労働市場で劣悪
な労働条件、不安定な雇用がますます増える一方、社
会的企業は、「働く/働かせる」の関係でなく、自らの
条件にあった労働条件を自らが選択でき、心地よい社
会的なつながりを保てる居場所としての役割も果たし
ているのである。
生活支援戦略の行方
厚労省社会援護局は、これらのワンストップサービ
スや社会的企業を法制化しようとしている。2013年の
通常国家で法律を通過させるのが本来の目標で、現
在、社会保障審議会の特別部会で審議されているほ
か、社会福祉推進事業として、細部の検討が行われて
いる(筆者もその作業の一部に関わっている)。政治に
大きな動き予想され、生活支援戦略が本当に実現でき
るのか、非常に危うい状況にあると言って良い。日本
は一体どこに向かうのだろうか。
[注]
(注1)アスポート編集委員会編 『生活保護200万人時
代の処方議Jぎょうせい、 2012年。
(注2)豊中市社会福祉協議会 『セーフテイネット コ
ミュニティソーシャルワーカーの現場』筒井書房、 2012
年。同書はマンガである。
(注3)特定非蛍利活動法人共同連編 『日本発 共生・
共働の社会的企業』現代書館、 2012年。
(注4)藤里町社会福祉協議会、秋田魁新報社編集 『ひ
きこもり 町おこしに発つ』秋田魁新報社、 2012年。
(注5)釧路市福祉部生活福祉事務所編集委員会 『希望
をもって生きるjCLC、2009年。
(注6)津富宏・ NPO法人青少年就労支援ネットワーク
静岡編著 『若年就労支援 「静岡方式」で行こう!!Jクリ
エイツかもがわ、 2011年。
04.中国の気候変動政策と
環境NPO
古賀章一(大阪市立大学大学院創造都市研究科客員研究員、博士 (創造都市)) 
はじめに
地球規模の環境問題として、気候変動に注目が集
まっています。国際社会は、これまで国連気候変動枠
組条約と京都議定書を基礎として、地球温暖化に対処
するための枠組を構築してきました。
気候変動に関する国際社会の議論の過程で、多くの
関心を集めているのは中国です。中国は、2007年に世
界最大の三酸化炭素の排出国となり、その排出量は現
在も増加を続けています。中国の動向は、国際社会に
おける気候変動政策に大きな影響を与えるといっても
過言ではありません。
そとで本稿では、中国の気候変動政策を確認してい
きます。そしてこの問題に対する中国の環境NPOの
取り組みを紹介していきます。
1 .中国の気候変動政策
中国は、 1992年に国連気候変動枠組条約を批准し、
2002年には京都議定書を批准するなど、比較的早い
段階から国際条約に参加しています。しかし、京都議
定書の下で排出削減義務を負わない中国は、 2000年
代前半までは、環境問題に関して、気候変動よりも酸
性雨や水質汚染などへの対応を優先していました。
気候変動問題が積極的に政策として取り上げられる
ようになったのは2005年ごろからです。 2005年2月
には「中華人民共和国再生可能エネルギ一法jが公布
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され、 2006年3月には第11次5カ年計画が決定されま
した。ζの計画では、二酸化炭素排出抑制効果のある
拘束性目標が2つ示されたのです。それは、 2010年ま
でに、①単位GDP当たりのエネルギー消費量を2005
年比で20%程度削減すること、②森林被覆率を2005
年の18.2%から20%に増加させることでした。
そして2007年6月に中央政府は、「中国気候変動対
応国家計画」を決定し圏内における温暖化対策を強力
に展開するようになりました。翌2008年11月に中国は
最初の 「中囲気候変動対応の政策と行動白書」を国内
外に公表しました。その後、白書は、毎年国連気候変
動枠組条約締約国会議 (C0 p)が開催される直前の
11月に公表されています。
2011年3月16日に全国人民代表大会で、これから
の5年間のマクロ政策の方向性を示す第12次5カ年計
画が決定されました。そこでは、気候変動政策に関連
して、次のような5つの目標が設定されました。
①1次エネルギーに占める非化石エネルギーの割合
を8.3%から11.4%にする。
①単位GDP当たりのエネルギー消費量を16%削
減する。
①単位GDP当たりの二酸化炭素排出量を17%削
減する。
④森林被覆率を20.36%から21.66%にする。
①森林蓄積量を137億立方メ ートルから143億立方
